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11　「仮名加工情報取扱事業者は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、当
該仮名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するため
に、当該仮名加工情報を他の情報と照合してはならない。」（7 項）　　849
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12　「仮名加工情報取扱事業者は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、電
話をかけ、郵便若しくは民間事業者による信書の送達に関する法律（平
成 14 年法律第 99 号）第 2 条第 6 項に規定する一般信書便事業者若しく
は同条第 9 項に規定する特定信書便事業者による同条第 2 項に規定する
信書便により送付し、電報を送達し、ファクシミリ装置若しくは電磁的
方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用
する方法であって個人情報保護委員会規則で定めるものをいう。）を用い
て送信し、又は住居を訪問するために、当該仮名加工情報に含まれる連
絡先その他の情報を利用してはならない。」（8 項）　　850

13　「仮名加工情報、仮名加工情報である個人データ及び仮名加工情報である
保有個人データについては、第 17 条第 2 項、第 26 条及び第 32 条から第
34 条までの規定は、適用しない。」（9 項）　　851

Ⅲ　違反の効果 � 853

Ⅳ　関連する裁判例 � 853

Ⅴ　令和 3 年改正の内容・背景 � 853

Ⅵ　いわゆる 3 年ごと見直しに係る検討の中間整理 � 854

EU−GDPR	 � 854

US	 � 855

第 42 条（仮名加工情報の第三者提供の制限等）� 856

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 856

1 　目的　　856

2 　個人情報でない仮名加工情報が生じる理由　　857

3 　委託や共同利用に伴って個人情報・個人データの提供が行われる場合の
規律　　858

Ⅱ　各文言の解説 � 862

1 　「仮名加工情報取扱事業者は、法令に基づく場合を除くほか、仮名加工情
報（個人情報であるものを除く。次項及び第三項において同じ。）を第三
者に提供してはならない。」（1 項）　　862

2 　「第 27 条第 5 項及び第 6 項の規定は、仮名加工情報の提供を受ける者につ
いて準用する。この場合において、同条第 5 項中「前各項」とあるのは

「第 42 条第 1 項」と、同項第 1 号中「個人情報取扱事業者」とあるのは
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「仮名加工情報取扱事業者」と、同項第 3 号中「、本人に通知し、又は本
人が容易に知り得る状態に置いて」とあるのは「公表して」と、同条第 6
項中「個人情報取扱事業者」とあるのは「仮名加工情報取扱事業者」と、

「、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければ」とあ
るのは「公表しなければ」と読み替えるものとする。」（2 項）　　863

3 　「第 23 条から第 25 条まで、……は、仮名加工情報取扱事業者による仮名
加工情報の取扱いについて準用する。この場合において、第 23 条中「漏
えい、滅失又は毀損」とあるのは「漏えい」と、…と読み替えるものと
する。」（3 項）　　863

4 　「……第 40 条……の規定は、仮名加工情報取扱事業者による仮名加工情
報の取扱いについて準用する。」（3 項）　　864

5 　「……前条第 7 項及び第 8 項の規定は、仮名加工情報取扱事業者による仮
名加工情報の取扱いについて準用する。この場合において、…前条第 7
項中「ために、」とあるのは「ために、削除情報等を取得し、又は」と読
み替えるものとする。」（3 項）　　864

Ⅲ　違反の効果 � 865

Ⅳ　関連する裁判例 � 866

Ⅴ　令和 3 年改正の内容・背景 � 866

Ⅵ　いわゆる 3 年ごと見直しに係る検討の中間整理 � 866

EU−GDPR	 � 866

US	 � 866

第 4節　匿名加工情報取扱事業者等の義務

第 43 条（匿名加工情報の作成等）� 867

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 868

1 　平成 27 年改正前の「匿名化」された情報に対する対応　　868

2 　平成 27 年改正法における匿名加工情報に関する議論　　869

（1）パーソナルデータ検討会設置の根拠となった 2 つの閣議決定／（2）『規制改革

実施計画』（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）に至るまでの匿名加工情報に連なる議

論／（3）「世界最先端Ⅰ T 国家創造宣言」（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）に至る

までの匿名加工情報に連なる議論／（4）パーソナルデータ検討会における匿名加工
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情報に連なる議論

Ⅱ　各文言の解説 � 884

1 　「個人情報取扱事業者は」（1 項）　　884

2 　「匿名加工情報（匿名加工情報データベース等を構成するものに限る。以
下同じ。）を作成するときは」（1 項）　　885

3 　「特定の個人を識別すること及びその作成に用いる個人情報を復元するこ
とができないようにするために必要なものとして個人情報保護委員会規
則で定める基準に従い」（1 項）　　886

4 　「個人情報に含まれる特定の個人を識別することができる記述等の全部又
は一部を削除すること（当該全部又は一部の記述等を復元することので
きる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含む。）」

（施行規則 34 条 1 号）　　890

5 　「個人情報に含まれる個人識別符号の全部を削除すること（当該個人識別
符号を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述等に
置き換えることを含む。）。」（施行規則 34 条 2 号）　　892

6 　「個人情報と当該個人情報に措置を講じて得られる情報とを連結する符号
（現に個人情報取扱事業者において取り扱う情報を相互に連結する符号に
限る。）を削除すること（当該符号を復元することのできる規則性を有し
ない方法により当該個人情報と当該個人情報に措置を講じて得られる情
報を連結することができない符号に置き換えることを含む。）。」（施行規
則 34 条 3 号）　　892

7 　「特異な記述等を削除すること（当該特異な記述等を復元することのでき
る規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含む。）。」

（施行規則 34 条 4 号）　　893

8 　「前各号に掲げる措置のほか、個人情報に含まれる記述等と当該個人情報
を含む個人情報データベース等を構成する他の個人情報に含まれる記述
等との差異その他の当該個人情報データベース等の性質を勘案し、その
結果を踏まえて適切な措置を講ずること。」（施行規則 34 条 5 号）　　894

9 　「匿名加工情報を作成したとき」（2 項）　　897

10　「その作成に用いた個人情報から削除した記述等及び個人識別符号並びに
前項の規定により行った加工の方法に関する情報」（2 項）　　898
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11　「漏えいを防止するために必要なものとして個人情報保護委員会規則で定
める基準に従い、これらの情報の安全管理のための措置を講じなければ
ならない」（2 項）　　898

12　「個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該匿名加工情報に含
まれる個人に関する情報の項目を公表しなければならない。」（3 項）　　900

13　「個人情報保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、第三者に
提供される匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の項目及びその提供
の方法について公表するとともに、当該第三者に対して、当該提供に係る
情報が匿名加工情報である旨を明示しなければならない。」（4 項）　　901

14　「匿名加工情報を作成して自ら当該匿名加工情報を取り扱うに当たっては、
当該匿名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するため
に、当該匿名加工情報を他の情報と照合してはならない。」（5 項）　　901

15　「当該匿名加工情報の安全管理のために必要かつ適切な措置、当該匿名加
工情報の作成その他の取扱いに関する苦情の処理その他の当該匿名加工
情報の適正な取扱いを確保するために必要な措置を自ら講じ、かつ、当
該措置の内容を公表するよう努めなければならない。」（6 項）　　902

Ⅲ　違反の効果 � 903

Ⅳ　平成 27 年改正の内容・背景 � 904

Ⅴ　令和 2 年改正の内容・背景 � 904

Ⅵ　令和 3 年改正の内容・背景 � 905

Ⅶ　いわゆる 3 年ごと見直しに係る検討の中間整理 � 905

EU−GDPR	 � 906

US	 � 907

Ⅰ　「非識別化」された情報に関する法制度 � 907

Ⅱ　「非識別化」に関する FTC の政策 � 910

Ⅲ　「集計情報」に関する法制度 � 913

第 44 条（匿名加工情報の提供）� 914

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 914

Ⅱ　各文言の解説 � 914

Ⅲ　違反の効果 � 914

Ⅳ　平成 27 年改正の内容・背景 � 915
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Ⅴ　令和 2 年改正の内容・背景 � 915

Ⅵ　令和 3 年改正の内容・背景 � 915

Ⅶ　いわゆる 3 年ごと見直しに係る検討の中間整理 � 915

EU−GDPR	 � 915

US	 � 915

第 45 条（識別行為の禁止）� 916

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 916

Ⅱ　各文言の解説 � 916

Ⅲ　違反の効果 � 916

Ⅳ　平成 27 年改正の内容・背景 � 917

Ⅴ　令和 2 年改正の内容・背景 � 917

Ⅵ　令和 3 年改正の内容・背景 � 917

Ⅶ　いわゆる 3 年ごと見直しに係る検討の中間整理 � 917

EU−GDPR	 � 917

US	 � 917

第 46 条（安全管理措置等）� 918

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 918

Ⅱ　各文言の解説 � 918

Ⅲ　違反の効果 � 918

Ⅳ　平成 27 年改正の内容・背景 � 918

Ⅴ　令和 2 年改正の内容・背景 � 919

Ⅵ　令和 3 年改正の内容・背景 � 919

Ⅶ　いわゆる 3 年ごと見直しに係る検討の中間整理 � 919

EU−GDPR	 � 919

US	 � 919

第 5節　民間団体による個人情報の保護の推進

第 47 条（認定）� 920

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 920

1 　法制定時の認定個人情報保護団体制度確立までの経緯　　921

2 　平成 27 年改正法における認定個人情報保護団体制度に関する議論　　923
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Ⅱ　文言の解説 � 926

1 　「個人情報取扱事業者、仮名加工情報取扱事業者又は匿名加工情報取扱事
業者（以下この章において「個人情報取扱事業者等」という。）の個人情
報、仮名加工情報又は匿名加工情報（以下この章において「個人情報等」
という。）の適正な取扱いの確保」（1 項柱書）　　926

2 　「次に掲げる業務」（1 項柱書）　　927

3 　「法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。
……）」（1 項柱書）　　927

4 　「個人情報保護委員会の認定を受けることができる」（1 項柱書）　　928

5 　「業務の対象となる個人情報取扱事業者等（以下この節において「対象事
業者」という。）の個人情報等の取扱いに関する第 53 条の規定による苦
情の処理」（1 項 1 号）　　928

6 　「個人情報等の適正な取扱いの確保に寄与する事項についての対象事業者
に対する情報の提供」（1 項 2 号）　　929

7 　「前 2 号に掲げるもののほか、対象事業者の個人情報等の適正な取扱いの
確保に関し必要な業務」（1 項 3 号）　　930

（1）アカウンタビリティ・エージェントに係る業務／（2）APEC における個人情

報保護の枠組み／（3）グローバル越境プライバシールール（CBPR）／（4）アカウ

ンタビリティ・エージェントとしての認証業務への個人情報保護委員会の執行確保

8 　「対象とする個人情報取扱事業者等の事業の種類その他の業務の範囲」（2
項）　　938

9 　「政令で定めるところにより」（3 項）　　940

10　「個人情報保護委員会は、第 1 項の認定をしたときは、その旨……を公示
しなければならない」（4 項）　　942

Ⅲ　違反の効果 � 946

Ⅳ　関連する裁判例 � 946

Ⅴ　平成 27 年改正の内容・背景 � 947

Ⅵ　令和 2 年改正の内容・背景 � 948

Ⅶ　令和 3 年改正の内容・背景 � 949

Ⅷ　いわゆる 3 年ごと見直しに係る検討の中間整理 � 949

EU−GDPR	 � 951
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Ⅰ　行動規範及び認証 � 951

1 　行動規範　　951

2 　承認された行動規範の監督　　953

3 　認証　　954

4 　認証機関　　956

Ⅱ　解釈指針 � 957

1 　指針 1/2018　　958

（1）導入／（2）監督機関の役割／（3）認証機関の役割／（4）認証基準の承認／（5）

認証基準の策定／（6）認証基準を定める指針

2 　指針 4/2018　　965

（1）導入／（2）指針の範囲／（3）43 条を適用する上での「認定」の解釈／（4）

GDPR43 条 1 項に基づく認定

3 　指針 1/2019　　968

4 　指針 04/2021　　969

US	 � 971

第 48 条（欠格条項）� 973

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 973

Ⅱ　各文言の解説 � 974

1 　「この法律の規定により刑に処せられ」（1 号、3 号イ）　　974

2 　「その執行を終わり」（1 号、3 号イ）　　974

3 　「執行を受けることがなくなった」（1 号、3 号イ）　　974

4 　「その業務を行う役員」（3 号）　　974

5 　「禁錮以上の刑」（3 号イ）　　974

Ⅲ　違反の効果 � 975

EU−GDPR	 � 975

US	 � 975

第 49 条（認定の基準）� 976

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 976

Ⅱ　各文言の解説 � 977

1 　「第 47 条第 1 項各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の
実施の方法が定められている」（1 号）　　977
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2 　「第 47 条第 1 項各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及
び能力並びに経理的基礎を有する」（2 号）　　977

3 　「その業務を行うことによって同項各号に掲げる業務が不公正になるおそ
れがない」（3 号）　　977

Ⅲ　違反の効果 � 978

EU−GDPR	 � 978

US	 � 978

第 50 条（変更の認定等）� 979

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 979

Ⅱ　各文言の解説 � 979

1 　「その認定に係る業務の範囲」（1 項）　　979

2 　「変更しようとするとき」（1 項）　　979

Ⅲ　令和 2 年改正の内容・背景 � 980

EU−GDPR	 � 980

US	 � 980

第 51 条（廃止の届出）� 981

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 981

Ⅱ　各文言の解説 � 981

1 　「その認定にかかる業務」（1 項）　　981

2 　「政令で定めるところにより、あらかじめ、その旨を個人情報保護委員会
に届け出なければならない。」（1 項）　　982

3 　「前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならな
い。」（2 項）　　982

Ⅲ　違反の効果 � 982

EU−GDPR	 � 982

US	 � 983

第 52 条（対象事業者）� 984

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 984

Ⅱ　各文言の解説 � 984

1 　「認定業務の対象となることについて同意を得た個人情報取扱事業者等」
（1 項）　　984
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2 　「この場合において、第 54 条第 4 項の規定による措置をとったにもかか
わらず、対象事業者が同条第 1 項に規定する個人情報保護指針を遵守し
ないときは、当該対象事業者を認定業務の対象から除外することができ
る。」（1 項）　　985

3 　「公表」（2 項）　　985

Ⅲ　違反の効果 � 985

EU−GDPR	 � 985

US	 � 985

第 53 条（苦情の処理）� 986

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 986

Ⅱ　各文言の解説 � 986

1 　「本人その他の関係者」（1 項）　　986

2 　「対象事業者の個人情報等の取扱いに関する苦情について解決の申出があ
ったときは、その相談に応じ、申出人に必要な助言をし、その苦情に係
る事情を調査するとともに、当該対象事業者に対し、その苦情の内容を
通知してその迅速な解決を求めなければならない。」（1 項）　　987

3 　「当該対象事業者に対し、文書若しくは口頭による説明を求め、又は資料
の提出を求めることができる。」（2 項）　　987

4 　「認定個人情報保護団体から前項の規定による求めがあったときは、正当
な理由がないのに、これを拒んではならない。」（3 項）　　988

Ⅲ　違反の効果 � 988

EU−GDPR	 � 988

US	 � 988

第 54 条（個人情報保護指針）� 989

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 989

Ⅱ　各文言の解説 � 990

1 　「対象事業者の個人情報等の適正な取扱いの確保のために」（1 項）　　990

2 　「個人情報に係る……開示等の請求等に応じる手続その他の事項」（1 項）　　
990

3 　「仮名加工情報若しくは匿名加工情報に係る作成の方法、その情報の安全
管理のための措置その他の事項」（1 項）　　990
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4 　「消費者の意見を代表する者その他の関係者の意見を聴いて」（1 項）　　990

5 　「この法律の規定の趣旨に沿った」（1 項）　　991

6 　「作成するよう努めなければならない」（1 項）　　991

7 　「個人情報保護委員会規則で定めるところにより、遅滞なく、当該個人情
報保護指針を個人情報保護委員会に届け出なければならない。」（2 項）　　
991

8 　「個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該個人情報保護指針
を公表しなければならない。」（3 項）　　991

9 　「当該個人情報保護指針を遵守させるため必要な指導、勧告その他の措置
をとらなければならない」（4 項）　　992

Ⅲ　違反の効果 � 992

Ⅳ　平成 27 年改正の内容・背景 � 993

Ⅴ　令和 2 年改正の内容・背景 � 993

EU−GDPR	 � 993

US	 � 993

第 55 条（目的外利用の禁止）� 994

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 994

Ⅱ　各文言の解説 � 994

1 　「認定業務の実施に際して知り得た情報」　　994

2 　「認定業務の用に供する目的以外に利用してはならない」　　994

Ⅲ　違反の効果 � 995

EU−GDPR	 � 995

US	 � 995

第 56 条（名称の使用制限）� 996

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 996

Ⅱ　各文言の解説 � 996

1 　「これに紛らわしい名称」　　996

2 　「用いてはならない」　　996

Ⅲ　違反の効果 � 996

EU−GDPR	 � 997

US	 � 997
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第 6節　雑則

第 57 条（適用除外）� 998

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 998

Ⅱ　各文言の解説 � 999

1 　「個人情報取扱事業者等及び個人関連情報取扱事業者のうち次の各号に掲げ
る者については、その個人情報等及び個人関連情報を取り扱う目的の全部
又は一部がそれぞれ当該各号に規定する目的であるときは」（1 項柱書）　　
999

2 　「放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関（報道を業として行う個人
を含む。）　報道の用に供する目的」（1 項 1 号）　　1000

3 　「著述を業として行う者　著述の用に供する目的」（1 項 2 号）　　1000

4 　「宗教団体　宗教活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的」
（1 項 3 号）　　1001

5 　「政治団体　政治活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的」
（1 項 4 号）　　1002

6 　「前項第 1 号に規定する「報道」とは、不特定かつ多数の者に対して客観
的事実を事実として知らせること（これに基づいて意見又は見解を述べ
ることを含む。）をいう。」（2 項）　　1003

7 　「第 1 項各号に掲げる個人情報取扱事業者等は、個人データ、仮名加工情
報又は匿名加工情報の安全管理のために必要かつ適切な措置、個人情報
等の取扱いに関する苦情の処理その他の個人情報等の適正な取扱いを確
保するために必要な措置を自ら講じ、かつ、当該措置の内容を公表する
よう努めなければならない。」（3 項）　　1003

EU−GDPR	 � 1004

US	 � 1008

第 58 条第 1項（適用の特例）� 1010

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 1010

Ⅱ　各文言の解説 � 1010

1 　「個人情報取扱事業者又は匿名加工情報取扱事業者のうち次に掲げる者に
ついては」（柱書）　　1010
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2 　「第 32 条から第 39 条まで及び第 4 節の規定は、適用しない。」（柱書）　　
1010

3 　「別表第 2 に掲げる法人」（1 号）　　1011

（1）第 32 条から第 39 条までの適用除外／（2）「第 4 節の規定」の適用除外

4 　「地方独立行政法人のうち地方独立行政法人法第 21 条第 1 号に掲げる業
務を主たる目的とするもの」（2 号）　　1013

（1）第 32 条から第 39 条までの適用除外／（2）「第 4 節の規定」の適用除外

5 　「同条第 2 号若しくは第 3 号（チに係る部分に限る。）に掲げる業務を目
的とするもの」（2 号）　　1014

Ⅲ　令和 3 年改正の内容・背景 � 1016

第 58 条第 2項（適用の特例）� 1017

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 1017

Ⅱ　各文言の解説 � 1017

1 　「次の各号に掲げる者が行う当該各号に定める業務における個人情報、仮
名加工情報又は個人関連情報の取扱いについては、個人情報取扱事業者、
仮名加工情報取扱事業者又は個人関連情報取扱事業者による個人情報、
仮名加工情報又は個人関連情報の取扱いとみなして」（柱書）　　1017

2 　「この章（第 32 条から第 39 条まで及び第 4 節を除く。）及び第 6 章から
第 8 章までの規定を適用する。」（柱書）　　1018

3 　「一　地方公共団体の機関　医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 1 条の 5
第 1 項に規定する病院（次号において「病院」という。）及び同条第 2 項
に規定する診療所並びに学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に
規定する大学の運営」（1 号）　　1019

4 　「二　独立行政法人労働者健康安全機構　病院の運営」（2 号）　　1019

Ⅲ　令和 3 年改正の内容・背景 � 1019

EU−GDPR	 � 1020

US	 � 1020

第 59 条（学術研究機関等の責務）� 1021

Ⅰ　目的・趣旨、概説 � 1021

1 　学術研究機関等への適用除外規定の変更　　1021

2 　自主的な措置を講ずることと、措置の内容の公表　　1023
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Ⅱ　各文言の解説 � 1024

1 　「個人情報取扱事業者である学術研究機関等は」　　1024

2 　「学術研究目的で行う個人情報の取扱いについて、この法律の規定を遵守
するとともに」　　1024

3 　「その適正を確保するために必要な措置を自ら講じ、かつ、当該措置の内
容を公表するように努めなければならない」　　1026

Ⅲ　違反の効果 � 1027

Ⅳ　関連する裁判例 � 1027

Ⅴ　平成 27 年改正の内容・背景 � 1028

Ⅵ　令和 2 年改正の内容・背景 � 1028

Ⅶ　令和 3 年改正の内容・背景 � 1028

Ⅷ　いわゆる 3 年ごと見直しに係る検討の中間整理 � 1029

EU−GDPR	 � 1030

US	 � 1032

判例索引
事項索引

※ 60 条以降、第 2 巻に続く




